
































アとコミュニティ(open source software and community)、フラ
ットな組織(flat organization)、リーダーシップ(leadership)
Abstract
　The purpose of this paper is clarifying the relevant flexible organization suitable for
the developing software, referring to the open source community. Open source
community is organization of who develops open source software. The software
distributed free of charge is developed in quick and high performance. Therefore, we
expect an innovation by applying the organization of an open source community to
management. It is the following two points to be suggested in this paper from some
facts.
(1) The flat organization which everybody connected in the network is effective in
software development.

















































































































































































　Linux は、当時ヘルシンキ大学の学生 Linus Benedict Torvalds によって開発され、
1991年8月25日に、MINIX ニュースグループ上で発表された。当時は、Stallman の
GNU プロジェクトが開始されてしばらく経過しており、Macintosh と UNIX の OS
支配が確立していた。この後、ニュースグループにおいては、MINIX の著者
Tannenbaum によって論争(8)が始まった。
　Linux 1.0がリリースされた翌95年、Microsoft 社の Windows 95がリリースされ、
以降、Windows は、Windows 98、Windows 2000、Windows me、Windows XP、と
次々とバージョンを市場に送り込み、2006年現在もっとも独占的シェアをもつように











ログラムに関しては、Windows や Macintosh での利用が可能となるよう、移植を予







1969 AT&T 社がゲームプログラム Space Travel を開発(後の UNIX)
1976 UNIX V6発表　以降 PWB と BSD 分岐
1983 Richard Stallman 主導で GNU プロジェクト開始
米独占禁止法緩和
1991 Macintosh と UNIX の OS 支配体制が確立する
Linus Benedict Torvalds が Linux 開発を開始。Linux version 0.02をリリース。
1992 Torvalds 対 Tanenbaum 論争
1994 Linux 1.0をリリース
1995 Microsoft 社が Windows 95をリリース。Windows がデスクトップ UNIX、Windows
NT が UNIX サーバのシェアを奪う。
1997 Bruce Perens が The Open Source Definition 発表
ORCA プロジェクト始動
1998 Oracle 社が Linux を正式サポートすると発表
Netscape 社 Netscape Navigator をオープン宣言
Corel Computer 社が Linux を使用した Netwinder をリリース(初の正式採用)





2003 Linux、SCO Group の「知的財産権侵害」報道。
2004 Microsft 社が「Get the Facts on Windows and Linux」を公開














にもあるが、IBM 社と Linux との関係もまた興味深い。竹田(2005b)が「共生モデル」
とよぶこの関係は、Microsoft 社に対抗するものである。Windows Vista のユーザー
を巻き込んだコード改良の事例を除き、Windows はコードが公開されないブラックボ






現状である。このような状況に Linux は高コスト体質を改善する OS として注目され
てきている。矢野研究所の調査による Linux の普及率は以下の図のグラフに示される
とおりである。同調査によると、Linux のシェア(Linux 搭載比率)は2007年度には





































































(Kurstedt et al., 1991; Makridakis, 1995)の説明に極めて近く、その組織体には人
的、戦略的、志向的といったさまざまな多様性が存在すると考えられる。Wilson (1966)
の仮説が示すように組織がフラットで多様性を認めているならば、イノベーションの

























リーダーの人物像について Raymond (1997)は Linux の成長から、参加者の意見や
アイデアを受け入れることができることや、コミュニケーション能力が優れているこ



























計システム」で，Linux，Web サーバの Apache、Java アプリケーション・サーバー
の Tomcat を2002年に採用し、次に構築した「債権管理サブシステム」でも Linux、
Apache、Tomcat といったオープンソース・ソフトウェアを使っている。他行でやら
ないことでも合理的ならやらない理由はないとチャレンジ精神旺盛である。岩淵氏は、









































(3) 「Open Source Initiative」 http://www.opensource.org/docs/definition.php(最終アクセス
日：2005年12月18日)より。Open Source Initiative とは、オープンソース文化を啓蒙する非






ジェクトをおこした(竹田, 2005b, 51頁)。GPL が適用されるソフトウェアには、Linux の
ほかにも、データベースの MySQL やファイアウォールの netfilter/iptables、Unix と
Windows 間でファイルを共有するための Samba などがある。
(6) 第一のオープンソース・ソフトウェアである cerveza の言語は Java で開発されており、習得
や利用に高い技術レベルが要求される。その後同社が開発しリリースした第二のオープンソ
ース・ソフトウェア GARAGARDOA は、座席予約システムであり、言語として PHP を採用
した。第三のオープンソース・ソフトウェアの Olut は、ニユートーキヨー社の子会社エヌテ
ィー・トレーディング・コーポレーション社の販売・在庫管理システムを再構築したもので
ある。Olut も PHP で開発されている。なお cerveza の後継版 New Cerveza は PostgreSQL
への移行がなされ、オープンソースジャパン社とダイナック社との合同開発によってなされ
た。
(7) Linux は本来 OS の中核部分であるカーネルだけを指す名称であるが、システム全体をさし
て「Linux」と表現することが多い。Linux 上では多様なソフトウェアを利用することができ
る。Linux ベースの OS 環境で広く利用されているソフトウェアの多くは Free Software
Foundation の GNU プロジェクトによって開発されたものとなっている。多くの人々の手に
よって Linux システムでのベンチマークテストが行われており、ミドルクラスのワークステ
ーションに匹敵する性能を持つ。
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